
 
 
 

 目本における木造住宅の耐震性

 一その歴史と現状一
 坂本　功（東京大学教授）

 1．はじめに

 　木造住宅に限らず，建物の耐震性に関する研究が始

 まったのは，今からおよそ1OO年前の明治24年（1891）に

 起こった濃尾地震がきっかけである。その時に被害調査

 に赴いた学者や建築家の報告から，木造住宅の耐震性に

 関する教訓を読み取って要約すれば，「地盤の良い所を選

 び，基礎をしっかり造り，筋かいを入れ，仕口を金物で

 緊結すること」である。

 　このいわば耐震建築の基本は，100年たった今でもその

 まま通用する。このことは耐震建築において，地震被害

 からの教訓がいかに重要で，しかもそれを生かすことが

 いかに困難であるかを物語っている。

 　他方，地震による木造住宅の被害は，数の上では減少

 してきているように見える。しかしこれは耐震設計が行

 き届くようになったせいであると，楽観していてよいも

 のであろうか。

 　本論文では，日本における木造住宅を中心とした木造

 建築の耐震性について，歴史的な流れをたどりながら，

 技術的な問題点を検討してゆくことにしたい。

 2．伝統的木造建築の耐震性

 2．1　伝統的木造建築の耐震要素

 　どんな材料や構法によるにしても，壁が有力な耐震要

 素であることは，異論がないであろう。日本の伝統的木

 造建築においても，厚い土塗壁があるものは，当然，耐

 震壁として働くので，このことがあてはまる。では，壁

 がないかあるいはほとんどない場合は，どうであろうか。

 　日本の伝統的木造建築において，架構の耐震性の第一

 の要素となっていたものは，古代（奈良・平安時代）で

 は，図一1に示すような，長押であった。例えば，鎌倉

 時代にあった地震被害に対して，藤原定家はその日記「明

 月記」に「長押なきによる」と書いており，この文章を

 引いた太田博太郎は，「当時においても，長押が建物の倒

 壊を防ぐのに，重要な役目を果たしていることを十分承

 知していた」と述べて，長押が耐震要素として積極的に

 認識されていたことを認めている文1)。

 　次に，その鎌倉時代には禅宗様が導入されるとともに，

 長押に代わって，図一2に示すような，貫が耐震要素と

 図一1　長押による構造（富貴寺大堂・平安時代）

 図一2　貫による構造（円覚寺舎利殿・室町時代）

 して普及していった。このことについて，太田は「とく

 に，禅宗様では木割が細く，壁は板壁であり，長押を用

 いないから，横力に耐えるためには，貫の使用が絶対不

 可欠のものであった」と述べ文1)，関野克は，「この貫で固

 める枠組は地震等の横力にも抗し得たので，唐様の中世
 　　　　　　　　　　たて 建築では土壁を用いず竪張りの板壁とした。」と述べてい

 る文2）。これ以降現在に至るまで，伝統的木造建築は柱と

 貫で構成される架構により，地震時の水平力に抵抗する

 ことになった。

 　ところで，伝統的木造建築に筋かいがなかったわけで

 はない。鎌倉時代の法隆寺舎利殿絵殿には，図一3に示
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 すように，筋かいが使われている文1)。また，平等院鳳鳳

 堂が平安時代の末に修理された際，筋かいが入れられて

 いる文3)。
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図一4　小田東口の耐蟹家屋構造　文献4)

図一3　法隆寺舎利殿絵殿の筋かい　文献1）

　しかし，これらの例外を除いては，筋かいは普及しな

かった。

2．2　伊東忠太らによる評価

　さてそれでは，このような伝統的木造建築の耐震性は，

どのように評価されているであろうか。

　まず，「明治前日本建築技術史」の「第一編総論　第四

章建築の諸項　十一変災」において，伊東忠太は次のよ

うに述べている文4)。「まず地震については，日本全土悉く

地震帯にあたると言うも誇張に非ず，古今建築物を損傷

し潰倒するの類例は枚挙にいとまあらず。しかるに日本

民族は久しくこれに対する防備の策を重要視せざりしは

頗る無理解なりし如くである。元来日本は優良なる木材

を処理するに巧なるが故に，地震を考慮して極力堅牢な

る木造を造りたるべきは当然であり，中古時代既に高級

建築の一部に特に「地震の間」と称する堅牢なる房室を

備え，江戸時代柳営の内にも地震の間を備えたることは

明確である。事実に徴するに，用意周到なる工作に成れ

る木造建築は，未だかって激震のために潰倒したる例は

無く，ただ僅かに若干の損傷を受けたるのみである。例

えばかの安政二年の江戸の大地震に於いて，浅草寺の五

重の塔は，僅かに絶頂の相輪が傾きしのみにして，塔身

にはすこしも異常なかりしなり。これと類似の実例は，

なお他に若干あるのである。

　この安政の激震直後，江戸の医師小田東叡が一書を著

した内に，耐震構造を論じ，縦横四角に組みたる木材の

枠の中に，斜めに筋違の材を入るれば安全であると言っ

たのは当然である。要するに木造建築と錐も，良材を以

て仕口・継手等に完全の注意を加うるならば，既往の最

大の烈震もこれを潰倒することは不可能であると思われ

る。」（同書には，小田東叡による図－4のような耐震耐

風構造が転載されている。）

　この文章は，いささか論理的ではなく，日本古来の木

造建築が耐震的であったかどうかについて否定と肯定と

両方のことが書かれており，しかも，意識的に耐震のこ

とを考えたかどうかについても，あいまいである。極言

すれば，弱いものは潰れ，強いものは潰れなかった，従っ

て木造建築も強く造れば潰れないはずだ，と言っている

にすぎない。

　五重塔が地震によって倒壊した記録がないことは，事

実とされており，その理由はすでに耐震工学によって説

明されているので文5，ここでは繰返さない。しかし，社

寺などのしっかりしているはずの木造建築が倒壊した例

は，枚挙にいとまがない。例えば，大正12年（1923）の

関東地震において，鎌倉では，円覚寺舎利殿，建長寺仏

殿，鶴岡八幡宮舞殿等をはじめとして，相当多数の伝統

的木造建築が倒壊している文6)。

　伊東によるこのような日本の伝統的木造建築に対する

不明確な評価は，彼が建築様式あるいは建築意匠を中心

にして，日本の建築史学を創始し，建築構造あるいは耐

震構造には縁が遠かったせいと，日本の歴史的建築に対

して，否定的な評価を避けたい気持ちがあったためであ

ろう。

　その点，同じ本の各論である「第三編　防災並びに暖

房及び衛生」を担当した大熊喜邦は，その「第一章　防

災　第一節　耐震構造」において，次のような明快な記

述をしている文7）。

「我が国土は古来地震に襲わるることしばしばであっ

た。日本書紀に雄朝律間稚児宿彌天皇（允恭天皇）五年

七月丙子朔，巳丑，地震（396年）とあるを史に見ゆるの

初とし，爾後幾千幾百の震災は我が国に起り，堂社民屋

のその災禍を蒙るものまた決して少なくはなかったが，

転変地異は人力の能く抵抗し得ざるものとの観念に支配

され，時に五重の塔の如き耐震強度の高き高層建築技術

の発達し未りたるものありとするもの，地震に対して建
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築的に究明せんとするの態度は遂に見られなかった。

従って古来より耐震構造法の文献に徴するものなく，漸

く室町時代末葉以降に至って地震の間と地震口とするも

のを見るのみである。」

　この後，「江戸時代における地震の間」の例として，「江

戸域内の地震の間とその構造」，「京都禁裏における地震

御殿」と「大名屋敷の地震の間」を解説し，次に「安政

地震後の耐震構造説」として，前記小田東叡の「防火策

図解付録地震劇風災害予防図説」を紹介して，以下のよ

うにまとめている。

「要するに，その主張するところは，軸部に筋違を取付

得可余地の存する限り総て筋違を取付け，地震動の為め

引放され易き部分は込栓打通貫を以て緊結し，屋蓋の重

量を軽減し築礎を堅牢にすることが耐震的に効果あると

するものである。筋違の利用込栓打通貫の構法は著者の

唱える迄もなく既に用いられているが，当時における科

学知識としてこれが大衆に提示されたる耐震構造である

とされるものであり，極めて平凡なるものではあるが，

現代における我が国の耐震的観念の原理と全く同一の範

固壽に属するものである。」

　なお，最後に，「高層建築物の耐震耐風構造」について

触れているが，その内容は，火の見櫓の構造に関するも

のである。

　徳川時代末期にすでに，以上のような伝統的木造建築

の耐震性に関する反省に立った，極めて現代的な耐震構

造の提案がなされていることは，注目に値する。

2．3　コンドルと佐野の評価

　さて，明治時代になって，西欧から近代科学とともに，

建築学が入ってきた。工部大学校造家学科（現東京大学

工学部建築学科）の初代教授としてイギリスから招かれ

たジョサイヤ・コンドルは，明治24年（1891）に起こっ

た濃尾地震の被害を調査して，その翌年に行った演説で，

次のように述べている文8)。

「よく世間では，日本の家屋の建て方というものは，地

震によく耐える目的で出来ているというようなことを申

しております。しかし日本の家を建てた人々ははたして

そこまで考えて建てたものであろうかいかがでしょう

か。近来の学者達がしきりに今申すような名誉を博しう

るように言われまするが，それはどうも信用できない。

地業を別にすることや組み合わせたる木材が勝手に捻れ

て動けるというようなことからして日本風の家屋は烈し

い地震を凌ぐ特殊の性質を具えたるものなりと言います

が，私が実地視察したる所ではその地震を凌ぐという特

殊の性質を具えたることと，今ひとつはヨーロッパ風の

建物ならば粗末の普請にも必ず用いてあるほどの構造物

の無かったのが日本風家屋のこわれたる主なる原因の様

に見えます。」

　このような，厳しい指摘にすぐ続けて「構造はそれと

少しも変わらずに重い材料をたくさんつかって出来てい

る堂宮のような日本の広大なる建物は地震の被害を受け

たものが大変に少なかった。」と述べて，一般の木造家屋

と社寺の建物とを別のものとして，扱っている。

　これからおよそ30年後，まだ関東地震の起こる前の大

正5年に震災予防調査会報告第83号に「家屋耐震構造

論」文9〕を書いていた佐野利器は，「住宅と地震（主として
　　　　　　木造）」という啓蒙的な文章において，「和風家屋は耐震

的に進歩しているなどと称えるものがあるけれども，実

はその跡の認むべきものの誠に少ないことを恨みとす

る。」述べている文10）。そして，最後に掲げた木造耐震要項

（家屋耐震構造論の結論の木造の部分の引用）の直前に，

「筋違が剛に過ぐるとき却って害ありというものがある

けれど，そは偏見であると思う。剛にして失することは

決して有り得べきことではない。偶々失と見ゆる場合あ

るは却ってその得の現はれである。」と述べて，筋かいに

よる剛構造を主張し，筋かいを持たず剛性に乏しい日本

の伝統的建築の構造を否定している。

　この佐野の主張は，木造だけでなく鉄筋コンクリート

造を中心とする建築構造全体に関する，いわゆる剛構造

論の一環としてなされたものであり，この後，日本の木

構造の耐震設計の基本的な考え方となった。その具体的

な内容については，次の第3章でみることにしたい。

2．4　伝統的木造建築の耐震性の再評価

　それでは，日本の伝統的木造建築の耐震性は，否定さ

れたまま，顧みられなくなってしまったのであろうか。

　まず佐野利器は武藤清との共著の中で，社寺建築が一

般の木造家屋に比較して，地震による被害が少ないこと

を認めた上で，「社寺建築が割合に耐震性があるのは，そ

の柱や梁や貫等が総て大なるが為に相当の撓みに（従っ

て地動に）遭遇しても倒壊にいたらぬのである。」と述べ

ている文11)。またずっと後になるが，1973年宮城県沖地震

の報告書にも，「その（古来の社寺建築）倒壊・破損率は

デ般民家に比べて必ずしも大きくはない。理由として考

えられるのは，柱にけやき・ひのきなどの太い柱を用い，

かもいもはりのように太いさしがもいを使い，かつ小壁

のせいが大きく，中間にも角材のなげしが入っており，

これらによって不完全ながらラーメンを構成しているた

めではないかと思われる。」との記述がある文12)。

　他方，この時期に武藤清を相手に剛柔論争を展開した

真島健三郎は，その著書の中で日本建築の耐震性につい

て次のように述べている文13）。「斯様に幾度か大きな地震

を無事に経過してきた日本建築には柱底にも柱頭にも剛

節は一つもない，例ひ柱は太くとも横力に対し大きな曲

能率が発生するような機構は皆無である，然るに之事実

を顧みず，只管之を剛とせんとし，筋違いを入れよ，足
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を拘束しろ，柱梁接点を剛とせよと唱ふるは,其特徴を

消滅せんとするもので常識的迷論と云うの外ない。」そし

て，日本の伝統的木造建築の水平カに対する復元力は太

い柱の転倒に伴うものであり，その力学的特性が免震的

効果を発揮することを論じている。

　ほぼ同じ時期に，坂静雄は，京都帝国大学で建築構造

学を講じるかたわら，伝統的木造建築の修理に際して，

その構造上の問題に深く関わっている。そしてその耐震

性を，現代構造学の方法によって解明することを手がけ

ている。その成果のひとつが，真島が着目したのと同じ，

図－5に示すような太い柱の転倒に伴う復元力の解析で

ある文14)。静的な一方向加力に対するものではあるが，理

論的解析としては，極めて優れたものである。

　この坂による研究成果は，その後長い間埋もれたまま

であったが，近年，伝統的木造建築の再評価の動きの中

で，河合直人により改めて取上げられ，図－6に示すよ

うな正負繰返し加力による実験が行われているむ5」。

　次に，鎌倉時代に採用された「貫」の現代的評価も，

坂静雄によって試みられており文16)また最近にも実験的

検討が行われている文17)。この貫は構造学的には，柱との

接合部において，半剛節モーメント抵抗接合を構成する

ものであり，貫を持つ架構は「貫構造」と呼ばれている。

この貫構造については，大きな粘りがある反面，初期剛

性に乏しく剛構造的な架構を前提としている現代木造に

は，いささかなじみにくい。

水
平
カ
P

Ho
　。棚肱仮定
／／　　　b－x　　P＝一一　W　　　　h
　＼．＼マ

　　　　　　　　　○　　　　　水平変位x

図－5　柱の転倒による復元力のモデル化
　　　　（坂静雄，河合直人）　文献14）15）

　いわゆる「大黒柱構造」あるいは「差鴨居構造」と呼

ばれているものは，横架材（差鴨居）が柱との接合部で

細くなっておリ，かつ，柱を貫いて一本の材が通ってい

るわけでもないが，原理的には，貫構造と同じである。

この「大黒柱構造（差鴨居構造）」そのものは，日本の木

造家屋が耐震性に乏しいことの，いわば，元凶であり，

積極的な構造的検討は行われていない。しかし，この種

の建物で既存のものに対して実大水平加力実験が行われ

ており，全体として1の耐震性は，おおむね把握されてい

る文18)19)。すなわち，最大耐力が震度で表現して，

0.15－0.20程度である。また，後藤一雄によって，差鴨

居を太い貫のように通した，いわば現代的大黒柱構造の

開発的研究が行われている文20)。

図－6　朱雀門の2/3大模型による実験

2．5　伝統的木造建築の耐震性に関する私見

　ここで，先走りするようではあるが，伝統的木造建築

の耐震性に関する筆者の見解を述べておく。

　日本では，度々破壊的地震が起こり，木造建築が倒壊

をはじめとする様々な被害を受けてきたにもかかわら

ず，意識的に建物を耐震的にしようとする努力は，ほと

んど行われなかった。それには，地震の発生頻度と木造

建築の特性が関係していると思われる。

　まず，日本のように地震が頻発するとは言っても，ひ

とつの地方に限れば，破壊的地震の再現期間は，河角広

の69年周期説を引くまでもなく，およそ100年という単位

であり，人の世代交代の期間よりはるかに長い。すなわ

ち，地震に対する経験的知見の蓄積が困難であった。（こ

の点，明治以降に導入された近代科学は，このような散

発的な災害に対する継続的な研究を，制度的に保証して

いる。)
　　　　　　　　　次に木造建築は，煉瓦や石による建物と比較して，建

物の倒壊による人身被害が少ない。また，倒壊に至るま

での中間的被害が多いが，建て起こしによる修復が容易

である。従って，木造建築を耐震的にしようという強い

動機に乏しい。

　では，伝統的木造建築の耐震性はどの程度のものであ

ろうか。ここで重要なことは，「耐震性」あるいは「構造」

という概念が，決して伝統的なものではなく，あくまで

も近代科学の一分野としての現代構造学の概念であると

いうことである。従って，伝統的木造建築の耐震性を検

討するということは，現代的な意味の耐震設計がなされ

ていないものを，まさにその現代的な耐震の考え方で評

価するということであり，一見無理がある。

　しかし，現代の建築構造学は，近代科学の一分野であ
　　　　り，対象の如何を問わず，それを分析することができ

る文21)。このような観点を前提にして，先に述べたコンド

ルから河合や後藤に至る研究成果をみると，一口に言っ

て伝統的木造建築は，それなりの耐震性は有しているも

－8－



のの，現在の耐震性の要求性能からみれば（まさにこれ

が，現代的な評価なのであるが），相当に低いと言わざる

を得ない。
　繰返すが，伝統的木造建築は，現代流に耐震設計され

てはいない。それを現代的な分析的方法によって，耐震

性だけを抜き出して評価することは，伝統的木造建築に

とってふさわしいことではない。しかし，それ以外の評

価方法で説得力のあるものは，まだ見あたらない。

2．6　伝統的木造建築の地震被害に対する地盤の影響

　最後に，地震の被害に対する地盤の影響に関して，明

治維新以前にどのように考えられていたかについて触れ

ておく。
　地盤の良し悪しによって，木造の建物の地震被害に差

のあることは，経験的には古くから知られていた可能性

が高い。社寺の多くや古い町並・集落が良い地盤に立地

していることは，その証拠のひとつと言えよう。

　文献的には，日本の地震被害記録の集大成である武者

金吉の「日本地震史料」によれば文22)，1703年の元禄地震，

1707年の宝永地震の際に，地盤による被害の差，地震動

の強さの違いがあったとの記録が残されている。また，

1885年の安政地震に関しても，同史料には「江戸の市中

の被害は，深川，本所，下谷，浅草を最とす，山の手は

震害軽く」と記されており，当時の人々もこの違いに気

がついていたはずである。

　このような木造の建物の震害と地盤の良し悪しの関係

は，明治以降現在まで常に指摘され続けていることであ

り，以下の各章でも繰返し言及することになる。

3．明治以降の震害経験と耐震論の発展

3．1　濃尾地震から家屋耐震構造まで

　明治に入ってからの地震として，耐震工学と深い関係

のある最初の地震は，明治13年（1880）の通称横浜地震

である。この地震に学問的興味を抱いたお雇い外国人ジ

ヨン・ミルンが，地震学の研究を始めたことは，よく知

られている文23)。しかし，建物の耐震性に関する研究が本

格的に始められたのは，言うまでもなく，明治24年（1891）

の濃尾地震がきっかけである。この地震の後，震災予防

調査会が組織され，大正12年（1923）の関東大震災の後

で，地震研究所として発展的に解消されるまで，地震・

耐震研究の中核的組織であった。

　木造建築の耐震性に関する研究や提案は，2章で述べ

たように，まずこの濃尾地震によって大きな被害を受け

た伝統的構法の木造家屋に対する否定的な評価から始

まった。
　次いで，明治27年（1894），山形県庄内地方に起こった

地震でも，伝統的構法の木造家屋は同様な被害を受けた。

　この地震被害を調査した中村達太郎は，「庄内震災地巡

廻報告」の結びの部分で「以上陳述したる條々を約言す

れば今回の震災における被害の大原因は左の三件なりと

す。第一地形の完全ならざること，第二柄穴を穿ち大に

柱を弱めたること，第三屋根の重きこと」と述べてい

る文24〕。本文中には，図一7に示すような，被害のスケッ

チを多数載せている。

　同じくこの地震被害を調査した曽根達蔵は，「山形県下

震害家屋取調報告」の結論において「一般家屋被害の原

因を尋れば蓋し左の十項に帰すべし」として，次のよう

に列記している文25)。

　　「第一　軟和の土質なるに拘わらず極めて粗漏なる

　　　　基礎

　　　第二　足固めなき礎上の建柱

　　　第三　無益の盛土

　　　　右は山形県下一般建築の欠点

　　　第四　不完全なる側石は畳瓦

　　　第五　建物の大且高に拘わらず構造都て従来の日

　　　　本風なること

　　　　右は震災地洋風建築の欠点

　　　第六　過重なる屋根

　　　　右は我国一般社寺建築の欠点

　　　第七　柄及柄孔

　　　第八　梁類の継ぎ方

　　　第九　柱と小屋の取付け方

　　　第十　通ふし貫の柱固め

　　　　右は従来の不完全なる構造」

　このような被害を受けて，具体的な改良の提案が行わ

れた。すなわち「筋かいと金物を用いること」という，

架構の構法一より詳しく言えば，軸組と接合部の構成方

法一を中心とした改良案であった。その例として，辰野

金吾原案による総論「木造耐震家屋構造要項」をはじめ

　　くへ
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図一7　庄内地震による木造の被害の例
　　　　（中村違太郎）文献24）
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　として，曽根達蔵（原案）「山形県下町屋一棟改良仕様」，

中村達太郎（原案）「小学校改良木造仕様」および片山東

熊（原案）「農家改良構造仕様」が出されている文26・27・28・29)。

ただし，それらは必ずしもすぐに一般的に適用されるに

は，社会的・技術的状況が整っていなかった。

　　なおこの間，伊藤爲吉と瀧大吉は，それぞれの改良案

と耐震論を活発に発表している丈3031)。それらの内容も上

記の提案と同じ考え方にそっており，矛盾するものでは

ない。

　ただし，これらの提案においては、定量的にどの程度

の耐震要素が必要か，より具体的には，構造計算などに

よって，どのような筋かいをどれだけどのように配置す

る必要があるかということは，まだ明らかではなかった。

それは，建物に加わる地震力の大きさがわかっていな

かった当時としては，やむを得ないことであった。

　さて，このように，日本における耐震建築の研究は，

震災予防調査会によって，世界にさきがけて始められた。

そしてその最大の成果のひとつが，すでに紹介したよう

に大正5年（1916）に震災予防調査会報告第83号として

発表された佐野利器による「家屋耐震構造論」である文9)。

その中でよく知られているように，「震度」という考え方

が示されており（第一章），木造に対しても一章が充てら

れている（第六章）。

　その第七章は「結論耐震構造要項」であり，その第六

が「木造」となっている。ここには，16項目が挙げられ

ているが，そのひとつは次のように述べている。

　　「61．縦横架構材の接合は柄に依頼すべからず，材殊

に柱を棄損せずして而して充分に密着せしめ固定的なら

しむべし。其の最捷径は鉄物殊にボルト（殊に筋違ボル

ト）の使用にあり，而して又架構面並びに架構問に於い

ては場合の許す限り筋違を用い三角形を構成して変形を

防ぐべし。」

　また，同じ「要項」の第二「建築地及び基礎」には，

地盤の選択の重要性について，次のように述べている。

　「1．建築地の地質は硬きほど震度小にして又，不同

沈下より起こる不測の災少なし，岩層砂利交じり粘土層，

硬き粘土層，砂利層，等を優良なる地盤となすぺく，水

分なき砂地及び普通の粘土層等之に亜ぎ，水分多き砂地

及び泥地又は埋立地の如きは望ましからざるものなり。」

　ところで，この「家屋耐震構造論」においても，木造

の耐震要素（筋かい）に関する定量的な規定はない。し

かし，設計震度の考え方が与えられたということは，耐

震計算の手がかりができたということであり，特別な建

物に対しては，それが可能になった。

　さて，関東地震の前年の大正11年（1922）に，東京地

方でひとつの地震が起こっている。この地震は関東地震

の陰に隠れているが，耐震工学上は重要な地震のひとつ

である。この地震の被害調査を行った内藤多仲らは，そ

の報告の中の「木造建築物」のところで，次のように述

ぺている文32）。「木造建物においては，壁の部分に亀裂を生

ぜしものは，その数極めて多く，殆ど無数なれども，特

殊の状況にありしものの外，大砕せしものなし。木構造

による建物にして階数一または二にして，接手仕口に相

当考慮し適当なる筋違を有するものにして，余り大なる

張間を有する室なきものは，比較的耐震的にして，（以下

略）｡」

　このことは，濃尾地震以後の耐震研究の進歩と，限ら

れているとはいえ耐震建築の普及が，十分に意義のある

ものであったことを実証している。

3．2　関東地震とその教訓

　大正12年（1923）に起こった関東地震は，建物や土木

構造物の破壊だけでなく，その直後に発生した大規模な

火災によって，関東大震災と呼ばれる大災害を引き起こ

した。

　この関東地震による被害について，北澤五郎は特に木

造に関する報告の中で，次のように述べている文33)。

　　「佐野博士によれば，

　　　（1）水分多き砂地および泥地または埋立地，

　　　（2）硬軟地層の接触する所および崖地の上，は震

　　　　度大にして被害多しとせられたり。また

　　　（3）谷の如き場所においては地震波は屈折し，反

　　　　　射し，また干渉して甚だ複雑なる，または大

　　　　　なる波動を生ずるとはこの道専門家の称する

　　　　　ところなり。いまこれを山の手の集団的被害

　　　　　地の地質と照らし考ふるに，皆右の条件を具

　　　　　備せざるはなく，さらに右のほか谷合なるが

　　　　　故に，

　　　（4）概して土地湿潤なること，

　　　（5）人為的に貧弱なる建物多きこと，

　　　（6）前二項の結果として建物の土台，柱脚等の腐

　　　　　朽を来せるもの多きこと，の地勢上，地質上

　　　　　の必然的結果がこれに加わりて，ここに集団

　　　　　的被害を形成せしものと見ることを得。

　　　（中略）

　下町方面につきて被害分布と地勢の関係は，主として

土地の軟硬に依るものなるべし。例えば浅草公園の南部，

日本橋付近の如く土地硬き処は被害少なく本所深川の如

き土質軟弱なる処は被害多し。下町の如く広潤なる平地

において，被害の分布に粗密の相違あるは局部的地質の

相違および家屋構造の差異は大いにこれが原因なるべし

と駿も，また一面において表面にある沖積層の厚さがそ

の原因の一つたる如き感あり。」

　このように，地盤の硬軟により木造家屋の地震被害に

大きな違いがあることは，すでに紹介したとおりではあ

るが，この関東地震による広範な調査によって，極めて
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図一8　関東地，における沖積層の厚さと木造違築の被害率
　　　　（大崎順彦）　文献35）

明確に実証された、（土蔵の被害の状況が，木造家屋（一

般の住宅）と異なることも，この地震の被害によって明

らかになったが，ここでは触れない。）

　さらに，沖積層の厚さと木造家屋の被害卒の関係が，

河角広によって調べられた文34)。なお，大崎順彦は改めて

調査結果を吟味し，図一8に示すようなグラフを示して

いる文35)。
　こうして，いわゆる軟弱地盤において木造家屋の地震

被害が大きいことは，学会の定説になったが，この北澤

の報告では，まだ地盤の液状化あるいはそれを推定させ

る現象に関する言及はなく，従って，木造家屋の被害原

因として挙げられていない。

　北澤五郎の報告に戻ると，次に「被害の概説」として，

「被害程度の軽きものよりその状態を連記すれば」とし

て

　　「（1）屋根瓦の脱落

　　　（2）軸部に変動または損傷なく塗壁または漆喰天

　　　　　井に亀裂を生じまたは剥落せるもの。土蔵造

　　　　　の塗壁の剥落。木骨煉瓦造の煉瓦積の亀裂ま

　　　　　たは崩壊。

　　　（3）軸部に変動を生じ，梁，胴差，土台，鴨居ま

　　　　　たは長押等の横架材と柱との接合に弛みまた

　　　　　は歪みを生じ為に傾斜せるもの，二階屋にあ

　　　　　りては階下傾き階上の傾かざるもの多く，階

　　　　　上のみ傾くもの，階上階下共に傾くもの，こ

　　　　　の際筋違の折るるものあり。

　　　（4）軸部（特に柱）に損傷を蒙り前記の横架材（特

　　　　　に梁）と柱との接合点（梁と柱との仕口）に

　　　　おいて柱が挫折しまたは柄が抜け出しために

　　　　大いに傾斜せるもの。

　　（5）大傾斜しつつ建物全体の移動せるもの，また

　　　　　はなおそのうえ基礎土台の地中にめり込める

　　　　　もの，または小堂または小社殿にして軽倒せ

　　　　　るもの。

　　（6）軸部に大損傷を受け，各横架材との接合点に

　　　　　おいて柱挫折し，倒壊せるもの。二階屋にあ

　　　　　りては階下潰れ階上は被害少なく地上に立つ

　　　　　もの，または階下を残して階上の倒壊するも

　　　　　の，階上階下共につぷれしもの。」

を挙げた後，次のように被害原因を推定している。

　「次にこの被害の状態より推し，主として被害の原因

　　または誘因をなせりと思わるるものを挙げこれを区

　　分するときは概ね左の四種に分ち得べし。

　　（1）地盤　　（イ）軟地盤のため　　（口）盛土のた

　　　　　め　　（ハ）崖地のため

　　（2）腐朽　　（イ）土台柱脚の腐朽のため　　（口）

　　　　　柱と横架材との取合の腐朽または弛緩せるた

　　　　　め

　　（3）構造の不備　　（イ）地形および基礎の不備

　　　　　（口）柱細くかつその数少なきもの問仕切少

　　　　　なきもの　（ハ）屋根の過重なるもの　（二）

　　　　　軸部接合箇所施工その他の手法不備のもの

　　　　　（ホ）防火壁類の崩壊によるもの

　　（4）使用上の不注意活荷重の過大」

　この後，それぞれの原因について解説しているが，そ

のうち（3）の（二）については，次のように述べてい

る。
　「軸部の接合の施工およびその他の手法の不備と断ず

べきはその例甚だ多し，被害建物中八九を越ゆべきか，

太神楽造筋違なきものもまたこの部類なり。平屋建にあ

りては柱と土台，柱と梁との仕口の抜け出せるもの多し。

　二階建にありて柱と梁との接合点に於いて柱の挫折せ

るもの多く，主として蔀梁の仕口を中心にして挫折す。

長押は柱当たりにて横に裂けたるもの多く，筋違あるも

のは筋違折れて建物はそのままなる例を見たり，筋違が

建物の傾斜または倒壊を救いたるものなるべし。これを

要するに仕口において各材を欠き取るが為に帰さざるべ

からず。」

　このような，関東地震による木造家屋の被害の実態は，

明治以来研究が積み重ねられ，佐野によって集大成され

た耐震設計の考え方が，基本的に正しかったことを実証

した。
　このような状況を受けて，大正12年の関東地震の翌年

に改正された市街地建築物法において，「第55条　適当に

筋違いまたは方丈を設くべし」という定性的な規定が入

れられた。
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3．3　耐力壁と壁量計算

　このように，木造建築に対しても，耐震設計は取入れ

られていったが，一般の大多数の木造建築，すなわち戸

建て住宅にまでは及ばなかった。その普及のためには木

造住宅に使われる耐力壁の研究が必要であった。

　その成果のひとつは，田辺平学らによるもので，筋か

いなどの入った壁，すなわち代表的な何種類かの耐力壁

について実験を行い文36)37)，それに基づいて実用応力分布

係数を提案するとともに文38)，「建築物耐震構造要項」の

「木構造」の中で，表－1のような強度の比率と剛性の

比率を示している文39)。

　これに先立つ時期の剛柔論争には，先に述ぺたように，

社寺建築もその対象になったが，一般の木造家屋もまた

巻き込まれている。昭和5年の北伊豆地震（1930）をきっ

かけとして書かれた「耐震建築問答」において，土台と

基礎を緊結していなかった住宅のほうの被害「むしろ少

なかったことについて，田辺平学はその免震効果を半ば

認めている文40)。

　さて戦後，昭和23年（1948）に起こった福井地震につ

いて，その被害調査を行った久田俊彦は，木造建物で倒

壌したものとそうでないものには，壁率に差のあること

を見いだした文41)。そしてその成果は，横尾義貫による単

位長さあたりの壁の水平耐力を用いた耐震計算法の提

案文42)を併せて参考にし，さらになにがしかの行政的配慮

が加えられて，昭和25年に市街地建築物法が衣替えした

建築基準法のその施行令に，取入れられている。いわゆ

る「壁量計算」の方法である。二の方法は，数値は改正

表一1　木構造骨組の種類と剛さ・強さの比
　　　　（田辺平学）　文献39）

木杣造骨組の竈須 剛さの比 強さの比
1 柱、梁接合部柄差又は O 0．5

ボルト締の類

2 無 方杖附骨組の須 ！ 1

3 同上（合せ柱使用） 5 2．5

壁
4 筋違附骨組の須 15 4．5

（柱ニツ8竈広の莇2）
5 筋違なき骨組 5 1．5

（大貫四枚使用）
頁

6 大貫筋違の場合 15 3

壁
7 柱ニフ割或は 20 4．5

鉄体筋違の場合

8 筋違なき骨組 5 1．5
（水平木招打）

大
9 筋違なき骨組 15 3．5

（斜木招打）
壁

10 筋違附骨組の須 30 10
（柱ニツ8以上の8■）

されているが，現在も生きている。

　この壁量計算の現行の方法においては，許容耐力を一

定の層間変形角（当時は1/60）に対して決めているので，

強度と剛性が，田辺らの提案と違い，等価（強度と剛性

が比例関係にある）に扱われている。

　この壁量計算の方法は，力学的な概念や単位（モーメ

ントやキログラム）を使うことなく，ある程度の耐震性

を確保することができるという点で，極めて優れた方法

と言える。事実，この法律の施行と住宅金融公庫の融資

にからむ仕様書の普及によって，日本における木造住宅

の耐震惟が飛躍的に高まったのは，疑いのないところで

ある。

　壁量計算による耐震設計においては，次の式が成り立

つように，耐力壁の種類と量（長さ）を決める。

　　　　　　　βA　≦　Σα1

　ここ’で

　　　　　　　β：所要壁率

　　　　　　　λ：床面積

　　　　　　　α：耐力壁の倍率

　　　　　　　1：耐力壁の実長

　建築基準法施行令当初の耐力壁の倍率と所要壁率は，

それぞれ表－2，表－3の各欄の左側の数値のように

なっている。久田は前後して，耐力壁に鉛直荷重を載荷

して水平交番加力実験を行い，その耐力を再検討すると

ともに文43)，この壁率の値が過小であることを認め，改めて

それらの値を提案している文44)。施行令はそれを参考に，

昭和34年（1959）に改正された。なお，昭和46年（1971）

になって，耐風設計用の壁率が，新たに決められている。

　昭和55年（1980）（施行は56年）のいわゆる新耐震設計法

（以下新耐震という）の成立に際して，この壁倍率と所要

壁率は，全面的に見直されて，それぞれ表－2，表－3の

各欄右側の数値のようになり，現在に至っている。

　この改正にあたって，所要壁率を決めるときに，設計

用地震力として，新耐震の値をとったのはもちろんであ

るが，固定荷重と積載荷重の値もそれまでの過小評価を

改め実状に近くとっている。そして，壁倍率を決めると

　　　　　　　　表－2　耐力壁の倍率

施行令当初（1950）新耐震（1981）
真壁（土塗壁） O，5 O．5
大壁（片面木招）O．5 O．5
大貫筋かい 1．O I．o
柱三つ割筋かい 2．O 1．5
柱二つ割筋かい 3．O 2．O
棚造用含板 』 2．0

表－3　耐力壁の所要壁率（cm／m2）
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きの層間変形角は，それまでの1/60の代わりに1/120を採

用するなど，いくつかの点で見直しが行われた。ただし，

これまでの「壁量計算」の延長上の改正であり，構造力

学的なあいまいさは残ることになった。この点について

は，第5章で改めて検討したい。

3．4　新潟地震から北海道南西沖地震まで

　福井地震以後に大きな地震被害をもたらしたのは，昭

和39年（1964）の新潟地震である。この地震の被害調査

報告書では，木構造の部分の「木造建物の被害原因の分

類」において文45)，「木造建物の被害を原因の面から大別す

ると，1．地盤が軟弱であったために，地震動により地

盤が割れ，陥没あるいは沈下などの現象を起し，そのた

め建物の基礎が不同沈下を起すか，あるいは基礎が破壊

して上部構造の破壊を惹起したもの，2．地盤が滑り動

いて建物の一部または全体が滑動したもの，3．上記の

ような地盤条件の障害は比較的顕著でなかったが，上部

構造が地震のため所謂振動破損したもの，4．上記のう

ち二つま・たは全部が同時に原因として存在したもの，と

いう四つに分けられる。今回の震害においては，1と2

の原因が多いことと，1と2による被害の程度が大き

かったことが特徴である。」と述べられている。

　木造に関しては，振動的被害よりも地盤による被害が

大きいことを指摘しているが，この新潟地震で初めて注

目を集めた液状化現象という言葉そのものは，まだ使わ

れておらず，地盤の破壊が液状化によるものかどうかは，

明らかではない。しかし，常識的に考えて，地盤の破壊

の中に少なからず液状化によるものがあることは，確か

であろう。

　次に，新耐震の直接のきっかけになった昭和43年の

1968十勝沖地震の被害調査報告書では，木造建築の被害

の特徴として，次の諸点が挙げられている文46)。

　　「1．学校施設を除く一般木造建物では大きな被害を

うけたものはほとんどが泥炭地や埋立地等の軟弱地盤上

にある。被害建物の中には簡単な束石地業，あるいは無

筋ブロック積みのものがかなり多く，地業が不完全であ

ることが被害を大きくしている。2．上記の他，傾斜地

に造成した宅地の崩壊，崖崩れ，落石等による被害が認

められる。3．商店では店舗前面の水平剛性の不足によ

る変形及びショーウインドーガラスの破損等の被害が多

い。4．非住家の被害のほとんどが農家の納屋又は畜舎

で，これらの多くは老朽しているか､あるいは耐震的考

慮のはらわれていないものである。5．学校施設には全

壊したものは1棟もないが，校舎全体にかなりの変形を

生じたものが若干見られる。」

　この木造の被害のすべては，目新しいものではなく，

この地震における鉄筋コンクリート造の被害の状況と対

照的である。

　昭和53年の1978宮城県沖地震の被害調査報告書では，

その「木造建物の被害」のところで文47コ，「木造も楽観でき

ない」として，「今回の被害を見て，木造は地震に強いと

いう近来の楽観は見直さなければならないことを痛感す

る」と述べており，やや具体的には，「構造法としては，

普通の軸組方式による現代住宅も，伝統的な農家もその

構造が不適当なものは差別なく損壊しており，老朽した

建物に被害の多いことはいうまでもない。」としている。

また，「建物被害の様相を部位別にながめると，これは従

来の地震後に何度も指摘されたことがらが多く，教科書

どおりに壊れているといっても過言ではない。」と述べて

いる。事実図一9に示すように，先に図一7に示した明

治時代の被害とまったく同一の様相が見られる。地盤に

関しては項目を改めて，「宮域県沖地震による被害は一面

地盤災害ともいえるほど徹底的に地盤の良否に支配され

た。」としている。

　なお，この地震では，液状化による木造の被害も確認

されており，同じ報告書の「地盤」の部分には，次のよ

うな記述がある。「基礎の浅い木造などの比較的軽い建物

では，基礎が浅いために，足元が不安定となり不同沈下

による傾斜や水平ねじれが生じやすく，それが進行して

倒壊に至っている例もある。」

　昭和58年（1983）の日本海中部地震による木造建築の

被害は，その被害調査報告書文48〕において，「今回の地震に

よる木構造の被害は，地盤の破壌に伴うものがほとんど

すべてであったといっても過言ではないことである。前

記の被害地点のほとんどは，砂丘や湖沼が，連続あるい

は点在するところである。そして，そのようなところで

図一9　宮城県沖地震による木造の被害の例
　　　　（飯塚五郎蔵）　文献12）
　　　　（図一7の右側と酷似していることに注目）
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砂の液状化が生じたことが，直接的には噴砂口の存在に

よって確認され，また間接的には，地形や表層地盤の破

壊状態から推定されている。」と述べられており，液状化

をはっきりと被害の原因に挙げている。

　平成5年（1993）の釧路沖地震における木造建築の被

害は，崖の崩壊に伴うものが目立ったが，平坦な所でも，

商店などで前面が全開口になっているものには，完全に

倒壊したものが数棟ある文49)。

　同年の北海道南西沖地震における木造建築の被害は，

津波によるものを除くと，地震の大きさのわりには少な

いが，振動的被害がほとんどなかった反面，地盤の液状

化による被害は，広い範囲にわたって見られた文50)。

　以上のような，各地震ごとの被害の様相を見てくると，

大きくは，振動的被害が減少し，代わって液状化による

被害が主になる傾向が見られる。しかしそれと同時に，

液状化しなくても軟弱地盤での被害は跡をたたず，また，

傾斜地や造成地での被害も相変わらず起こっている。建

物本体としては，耐力壁の不足や配置の不可（一面全開

口による偏心），基礎の不備による被害，外壁モルタルや
　　　　はくらく屋根瓦の剥落または落下も，引き続いて生じているし，

また，老朽による被害も少なくない。これらは，まさに

これからの木造建築の，従って，木造住宅の耐震上の課

題である。

3．5　木造耐竈要項

　木造建築あるいは木造住宅をいかに造れば耐震的にで

きるかというその方法をまとめたもの，すなわち，木造

耐震要項と総称しうるものは，様々な機会に提示されて

いる。それらのすべては，地震被害の教訓を生かし，か

つ，耐震研究の成果を盛り込んだものである。

　本稿は「住宅の自然災害の危険性とその軽減の方策」

という共通テーマのもとに，地震を対象として書いたも

のであるが，「その軽減の方策」の具体的内容は，これら

の木造耐震要項にほぼ尽くされている。専門家向けから

一般の人を対象とした啓蒙的なものまで精粗様々である

が，以下に主要なものを列記しておく。

　（1）専門家向け

　　　　「木造耐震家屋構造要項」（辰野金吾原案）震災

　　　　予防調査会（1985）文26)

　　　　「家屋新築及び修理に関する耐震構造上の注意

　　　　書」文部省震災予防評議会（1930．1939改訂）文51）

　　　　「建築物耐震構造要項」のうち「木構造」日本

　　　　学術振興会（1941）文52)

　　　　「復興建築の建方」（日本建築学会作製）建設省

　　　　建築局

　　　　（「北陸震災復旧技術指導の手引き」のうち

　　　　「§1木造建物の耐震構造法」北陸震災調査特別

　　　　委貝会（1951）文献53）に再録）

　　　「耐震建築構造要項」のうち「4．木構造」（相

　　川新一・杉山英男担当）日本建築学会（1966）文54)

　　　（文献52）を発展させたもの）

（2）一般啓蒙用

　　　「わが家の耐震・半壊家屋応急修理法」日本建

　　築学会・震災予防協会（1959．1979．1988，改

　　訂）丈55)

　　　「地震にそなえて　一わが家の耐震知識」日本

　　建築防災協会・日本建築士会連合会（1979．1985

　　改訂）文56)

（3）研究者が個人でまとめたもの

　　佐野利器「家屋耐震構造論」のうち「第7章

　　結論耐震構造要項，第6　木造」（1989）文9〕

　　田辺平学「耐震構造問答」のうち「付録A．耐

　　震建築の要項（木造関連部分）」（1933）文40〕

4．木造住宅の構法の変化

4．1　戦前の木造住宅

　木造建築は，歴史的に見ても世界的に見ても，極めて

多様である。ここでは主に，現在の木造住宅の成り立ち

に関係の深い構法について，明治以降の変化を見てゆく

ことにする。

　現在の木造住宅は，江戸時代の武士や庶民の住宅から

変化してきたものと思われるが，身分制度があり貧富の

差も大きかった江戸時代と，国民の大部分が中流意識を

持つ現在とでは，人々の生活程度のばらつきに大きな違

いがあると思われる。従って，住宅の歴史を考える場合

にも，どの階層のものをとるかによって，変化の見方に

違いが出てくるおそれがある。少なくとも現在文化財に

指定されているような民家を，江戸時代の典型的な庶民

住宅とみなすわけにはゆかない。江戸には「焼屋」と呼

ばれる粗末な庶民住宅が，多数あったといわれてい

る文57)。また，江戸の街の住宅は「町屋」と呼ばれるもの

であり，田舎のそれは「農家」であったが，いわゆるサ

ラリーマン化した現在では，新しい住宅の大半が武士の

住宅の流れをくむ住居専用の建物となっている。

　明治以降の地震による大きな被害を受けた木造住宅

は，その被災地域から考えて，濃尾地震では主に農家，

関東地震では主に町屋であったと言える。その農家のほ

うは，昔ながらの構法に近いものが，戦後間もなくまで

は多数あり，現在でも田舎に行けば散見することができ

る。しかし，その構法が現在の木造住宅の構法に，直接

つながっているとは考えにくい。例えば農家に多い大黒

柱構法あるいは差鴨居構法と呼ばれる軸組や，同じく「さ

す」による小屋組は，現在の木造住宅には取入れられて

いない。

　一方，旧来の武士の住宅や町屋のほうは，都市の発展

に伴って建替えが進み，特に東京では関東大震災や戦災
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によって古いものが失われてしまった。しかし，比較的

細い木材によって軸組を構成し，和小屋を載せ，外壁は

土塗りに下見板張りで，屋根は瓦葺きという構法的特長

は，昭和30年頃までの木造住宅に引き継がれている。

　そこで，このような武士の住宅の流れをくむものや町

屋から現在の木造住宅への変化を調べてみる。

　都市における建物としては，木造以外に官庁，学校，

病院，事務所などのものがあるが，明治初期にはほとん

どすべて木造であった。そして，西欧の科学技術のひと

つである建築技術もまずこれらの建物に適用された。最
　　　　　　　ま　ね初は外観だけを真似る「擬洋風」であったが，やがて軸

組にも本格的な洋風構造が取入れられるようになった。

杉山英男はこれを「エリートの木造」と呼んでいる文58）。

これに対して，日本在来の木造構法のほうは，「大工の木

造」と呼んでいる。

　このエリートの木造は，第3章で述べた，耐震的観点

からの改良案と基本的には軌を一にするもので，筋かい

を持ち接合部を金物で固めるという構法である。屋根に

は洋小屋を載せる。この構法は，一般の庶民住宅である

大工の木造に多少の影響を及ぽしたものの，本格的に取

入れられるのには，戦後の建築基準法を待たなくてはな

らなかった。

4．2　戦後の木造住宅の変化

　戦後になって，それまでの市街地建築物法に代わって，

昭和25年（1950）に建築基準法が制定され，同じ年に住

宅金融公庫の融資が始まった。

　そこで戦後の構法の変化としてまず第一に挙げられる

のは，建築基準法の徹底と住宅金融公庫の仕様書の普及

によるものである。それらによって，以下のような構法

的変化があったことは，確かである。

　　（1）積み石や玉石などの一体でない基礎が，コンク

　　　　リートによる一体の布基礎に変わったこと。

　　（2）柱と横架材（差鴨居・貫）のみの軸組から，斜

　　　　材である筋かいの入った軸組に変わったこと。
　　　　ほぞさし　　（3）柄差などの伝統的な仕口による接合部から金物

　　　　で補強された接合部に変わったこと。

　このような法規と金融による構法の変化とともに，次

のような変化が認められる文59）。

　そのひとつは，材料・施工法の変化で，これには工業

化の進展や大工などの職人の質・量両面にわたる衰退が

背景にある。

　　（1）湿式構法（土塗壁）から乾式構法（各種ボード

　　　　等面材張りの壁）への変化
　　　　　　　　　　　　　　　　（2）葺き土のある瓦屋根・茅葺き屋根から，引っ掛

　　　　け桟瓦・カラーベスト・金属板葺きの屋根への

　　　　変化

　もうひとつは，生活様式・住宅観の変化に伴う変化で，

これには特に生活の洋風化が強く影響している。

　　（1）外壁・間仕切りの少ない開放的な間取りから，

　　　　個室の多い，従って壁の多い間取りへの変化。

　　（2）和室で真壁から洋室で大壁への変化。

　以上のような大きく分けて3つの変化は，最初の法

規・金融の変化だけでなく，後の2つも，木造住宅の耐

震性に大きく影響しているのであるが，そのことは改め

て第5章で述べることにしたい。

　さて，ここまでは在来軸組構法の話であったが，木造

住宅の構法を論じる際には，いまや，木質系プレファブ

構法とツーバイフォー構法を抜きにするわけにはいかな

い文58)。木質系プレファブ構法は，ミサワホームにより開

発され，昭和37年（1962）に発売された。合板を枠材に

接着したパネルを主要な構造要素とするものであり，耐

震上はその接着パネルが耐力壁を構成する壁式構造であ

る。他社のものも含め，個々の型式ごとに建築基準法第

38条の規定により，建設大臣の特認の対象となっている。

　ツーバイフォー構法は，昭和40年代の初めに北米から

導入されたもので，北米ではwood　frame　construction

またはlight　framingと呼ばれている，ごく一般的な木

造住宅の構法である。昭和49年（1974）に枠組壁工法と

いう名称で建設省告示が出されて一般化された。耐震上

は枠組に合板を釘打ちした壁や耐力壁となる壁式構法で

ある。

　これらの2つの構法は，新しい構法であったので，耐

震設計上も新たな検討がなされることになり，在来構法

の耐震設計に対する研究に代わって，精力的な研究がな

された。これらの耐震設計法は基本的には，在来軸組構

法の手法が踏襲されたが，それについては第5章で述べ

る。

5．木造住宅耐，論の現在

5．1　プレファブとツーパイフォーの耐力評価

　昭和30年代の中頃を境に，木造建築で規模の大きいも

のはほとんど建てられなくなり，木造と言えば住宅に限

られるようになってしまった。このことは，極めて重要

なことではあるが，本論の範囲を外れるので，ここでは

その事実を認めるだけにして，話を進める。

　この時期以降の木造住宅に関する大きな出来事は，第

4章で述べたように，それまでのいわゆる在来軸組構法

のほかに，木質系プレファブ構法とツーバイフォー構法

が現われたことである。

　これらの構法は新しいものであり，その耐震安全性に

ついても，当然検討を加える必要があった。ただし，木

質系プレファブ構法もツーバイフォー構法も，構造的に

は在来軸組構法と同じ耐力壁構造であるので，耐震設計

は壁量計算によることになった。

　従って，まず木質系プレファブ構法のそれぞれの耐力
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壁に対して，壁倍率が与えられることになったが，その

決定方法は，当然，建築基準法施行令における壁倍率の

それに準じた方法が採用された。すなわち，ある一定の

層問変形角に対して抵抗力を求め，そ値をもとに壁倍

率を算出する方法である。

　ただし，木質系プレファブ構法の耐力壁は，合板を枠

材に接着したもので剛性が高いので，壁倍率を求めるた

めの層問変形角としては，例えば1/200といった在未軸組

構法よりも小さな値が採用されている。それと併せて，

許容耐力から最大耐力までの余力と変形性能（粘り）と

を確保するために，2つの条件を加えている文6)。すなわ

ち，許容耐力は最大耐力の1/m（mは例えば1．5）以下で

かつ，層間変形角としては，1/h（hは例えば200）と最大

耐力時の変形角の1/n（nは例えば2）の小さいほうの値

をとる。結果的には，これら3個の条件を満たすように

壁倍率が決められる。この方法は，建物の強さと粘一）を

確保することができるという点で非常に優れたものであ

る。

　次に，ツーバイフォー構法が導入されたが，これは北

米育ちの構法であり，そこではすでに耐力壁としての研

究が十分になされており，仕様ごとの許容耐力が与えら

れていた。しかし日本では，導入当初は行政的には木質

系プレファブ構法と同様に扱われたので，それにならっ

て壁倍率による方法が採用された。

　ただし，北米における耐力壁の許容耐力を求める言式験

の方法は，ASTMに基づいたタイロッド式であり，しか

も許容耐力を求めるための変形角は，日本で採用してい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　るような見掛けの層問変形角ではなく，真の勢断歪によ

る角度を採用している。

　耐力壁が水平力を受けたとき，その両端脚部に働く引

抜力は，別途応力計算によって求め，必要な接合金物を

つけるという北米の設計法では，タイロッドによる試験

方法は合理的である。

　なお，木質系プレファブ構法とツーバイフォー構法の

壁倍率を求める耐力壁の水平加力試験においては，この

時期ほとんどが片押しの繰返しであり、押し引き（両張

り・正負）の繰返しではなかった。このことは，地震時

のように建物が振動することを考えれば，不十分である。

ただし，現在では押し引きの繰返しによる試験が行われ

ている。

　このような問題点を持ちながらも，木質系プレファブ

構法とツーバイフォー構法は，在来軸組構法と比べて，

現状では耐震性が高いと言ってもよいで．あろう。このこ

とについては，宮城県沖地震の被害調査報告書の次の記

述が，ひとつの説明を与えるであろう文47)。「木造プレハブ

住宅は絶対数が少ないせいもあるが，その破壊は極めて

少ないとみられ，この種の構造が厳しい構造審査を経て

認定されていることを裏書きする。沖野に建設中の枠組

壁構法住宅（総2階建）の1階がつ、つぶれて2－3の問題

点が議論されているが，近くに建つ同構法の完成住宅は

無事であり，この構造法もよく研究されて導入されてい

るので原則的に問題はないようである。」

5．2　耐力壁以外の効果

　木造建築の耐震設計法の便法もしての壁量計算も，昭

和25年の建築基準法施行令において採用されたものであ

るが，3章で述べたように，数度の改正を経たのち，昭

和56年のいわゆる新耐震設計法の施行の際に，現行のよ

うに見直しが行われた。

　その詳しい内容については，「建物の保有耐力と変形性

能（初版）」に説明されているのでそれによって要点だけ

を，紹介しておこう文61)。

　まず，許容耐力を決めるための層間変形角として，1/120

をとったのは，2つの理由がある。ひとつは，新耐震に

おいて変形制限の規定が設けられ，一般には1/120である

が，内外装材の変形追随性が高ければ，1/120としてよい，

という規定に従ったためである。もっとも，木造建築物

（木造住宅）の内外装材が，他の建築物の内外装材より

も追随性が高いという保証はない。

　もうひとつは，木造の耐力壁の荷重一変形関係の実験

結果の工学的判断によるものである。すなわち，筋かい

を代表とする耐力壁の実験において，変形角1/120程度で

は，弾性的な挙動を示し，かつそこから最大耐力に至る

までに，1.5倍以上の抵抗力の上昇があり，それに伴って

十分な変形性能を示す。倒壊に至るのは，変形角が1/10

を超えてからである。もちろん，このことは，おおずか

みな見方であるが，現在の日本の木質構造の研究者の，

おおむねの共通理解と言ってよいだろう。

　次に，非常に重要なことは，壁率の算出において，耐

力壁の負担すべき地震力を設計地震力の2/3としている

ことである。このような扱いは，新耐震以前からなされ

ており，「木構造計算規準」の「解説」において，その説

明がなされている文62)。ただし，このときの耐力壁以外の

負担の割合は，20％としている。そこで当然，この残り

の地震力は何によって負担されているか､が問題になる。

これについて，上記規準の解説には，「小壁などの抵抗力

を20％考慮して」と書かれており，小壁，すなわち垂壁

や腰壁の効果に期待している。しかし，これらは単独で

は水平力を負担できないから，これらが本来の耐力壁と

一体となり，いわゆるラーメン効果を発揮して建物全体

としての耐力を向上させているとみなしていると解釈で

きる。しかしこのことは，定量的な根拠があるものでは

ないので，耐力壁以外の効果として，仕上材等の効果も

含まれるのではないかという疑問が残る。
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5．3　木造住宅の剛強化と耐震性の向上

　近年の地震による木造住宅の被害は，図- 10に示すよ

うに，年代的にだんだん減少してきており文63)，しかも，

地盤の破壊特に液状化によるものが目立ち，振動的被害

は非常に少なくなっているように見える。その理由とし

ては，関東地震のように，大都市のごく近くで大きな地

震が起こっていないことや，福井地震のように，いわゆ

る直下型の地震による非常に強い地震動が生じていない

こともあるが、それにしても振動的被害が少ないと言え

る。
　これらの理由は地震側のものなので，では，木造住宅

の振動的被害が少なくなっている，つまり，木造住宅が

強くなっていることの，建物側の理由としては，どんな

ものが考えられるだろうか。その理由は，すでに4章で

挙げた構法の変化．そのものと対応している。

　まず第一建築基準法と住宅金融公庫の仕様書の効果

である。このような，法規と金融による効果は，最も端

的には，先に3章で述べた壁量に現われているはずであ

る。ところが，それに関して，やや古いが図－11のよう

な調査結果がある文64)。この図によると，法定の壁量は必

ずしも完全には守られてはおらず，地震による被害を受

けてもおかしくないものが，相当数あることになる。

　従って，木造住宅が耐震的になっている理由は法規と

金融による効果だけではなく，別のところにもあると考

えざるを得ない。すなわち，耐震設計とは直接関係のな

い点で，結果的に耐震的になっていることになる。それ

らの理由として，すでに挙げた次の2点が考えられる。

ひとつは，材料・施工法の変化に伴う構法の変化であり，

もうひとつは，生活様式・住宅観の変化に伴う間取り・

構法の変化である。

　以上のような変化を耐震的な観点から，一言で表わせ

ば，木造住宅が総じて剛強になったということになろう。

そのことの具体的な証拠として，図－12に示すように実

質的な壁長が十分にあることや文65)，図一13に示すように

木造住宅の固有周期の短周期化が挙げられる文66)。また，
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ごく平均的な木造住宅を想定して造った実大実験におい

て，実際の耐力が本来の耐力壁だけの耐力に対して，約

4倍もあったということも，このことを裏づけてい

る文67)。

　このような木造住宅の剛強化が，確かに木造住宅の耐

震性を向上させることは，図－14に示す剛強さの程度（強

度指数）と最大応答変位の関係からも明らかである文68)。

　それではこのような，実態としての剛強化が存在する
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とすれば，それに応じた耐震性の評価がなされるべきで

ある。設計段階での評価にそのまま導入するには問題が

あるにしても，既存の建物の耐震診断には有効である。
日本建築防災協会版の「木造住宅の耐震精度診断と補強

方法」はそのような試みのひとつである文69)。

5．4　3階建てと壁借率の読み替え

　昭和50年代の終わり頃から，木造建築に対する見直し

の気運が広がり，住宅を超える規模の木造建築が復活し

てきた。その理由についてはここでは触れないが，その

動きの中で，昭和62年に建築基準法とその施行令の改正

が行われ，そのひとつとして，準防火地域に木造の3階

建てが建てられることになった。

　それまででも，防火の指定のない所では，木造3階建

ても可能であったが，この改正により，需要が増える見

込みになったので，法律で要求されている構造計算をど

うすればよいかという問題が出てきた。もちろん，現在

の高度に発達した構造計算技術をもってすれば，可能で

あることには違いないが，ある程度実務的な方法が望ま

しい。殊に，木造住宅の構造はNon－Engineered　Struc-

tureの流れをくむものだけに，鉄筋コンクリート造や鉄

骨造と比べて，むしろ複雑でモデル化しにくいと言える。

　そこで，これまで用いてきた「壁倍率」を読み替えて，

許容耐力の値とみなすという便法が考えられた文70）。壁量

計算における壁倍率は，壁長さ1mに対して130kgの抵

抗力を持つ場合（大貫筋かいに相当）に1．O倍と定義した

ものである。従って単純に言えば，1．O倍=130kg/mと換

算できる。

　しかし，これも先に述べたように，耐力壁が負担する

のは設計地震力の2/3であるとされているので，残りの地

震力がなんらかの要素により負担されることが期待でき

るとして，耐力壁は上記の値に対して，2/3の逆数，すな

わち1.5倍の許容耐力を持つと考えることができる。従っ

て，

　　1.0倍（壁倍率）＝130kg/mx1．5≒200kg/m（許容耐力）

　このような便法によれば，個々の仕様によっていちい

ち許容耐力を計算で求めることなく，また軸組全体の応

力計算をすることなく，地震力に対する建物全体として

の耐力を検討することができる。ただし，転倒モーメン

ドにより耐力壁の両側の柱脚部に働く引抜力に対して

は，中立軸の高さを適当に仮定することにより，別途検

討することになっている。

　さて，実務的には，これで構造計算が容易になったが，

これはあくまでも便法であって，殊に地震力の1／3を負担

するのが何かがあいまいであるという問題点が残ってい

る。上記の「手引き」では，この1／3について，「実大実

験の耐力値は単体試験から加算して推定した値より1．5

倍ほど大きくなっている」ことを根拠にしている。ただ

し次に，「実際に完成した最近の建物では，耐力壁に算定

していないボード類などの非耐力壁や腰壁・垂壁などの

水平力に対する効果カ伽わるので，変形はより少なく安

全性は高くなっている」としており，腰壁・垂壁の効果

は1／3の負担以外の要素と考えているようにみえる。つま

り，先の「規準」の説明とは一致していない。このよう

なあいまいさがあるところが，この便法の限界であって，

3階建てでもごく普通のもの，例えば耐力壁がしかるべ

く配置されており），腰壁や垂壁が適度についており，耐

力壁以外にも問仕切壁がある程度配置されているような

住宅にだけ適用すべきものである。

5．5　本格的な構造計算に向けて

　昭和62年（1987）の建築基準法とその施行令の改正で

は，新たに大断面木造建築物の規定が設けられ，構造用

の大きな断面の集成材などによる大規模木造建築が可能

になった。この大断面木造建築物については，ここでは

直接論じないが，これより必要性が高まったことから，

昭和56年のいわゆる新耐震のときには，積残しになって

決められなかった木造に対する構造特性係数（Ds値）が，

与えられた。

　ただし，木造住宅では，このDs値を用いるような耐震

計算，すなわち，いわゆるルート3を通るような場合は，

ほとんど想定されていないので，現在の在来軸組構法の

住宅が，Ds値でどのような値に対応するかはよくわから

ない。ただ，昭和56年の時点で，常識的に造られたそれ

らの住宅がどの程度の保有耐力を持つかについては，耐

力壁単体の実験値から建物全体の保有耐力を推定する方

法が示されている文61)。

　このような，Ds値を用いる耐震計算を行うためには，

基礎的研究として，木造住宅の耐力壁または建物全体の
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正負繰返し加力に対する復元力特性の把握と，建物全体

の動的応答解析が必要である。この方面の研究も徐々に

ではあるが進展しつつある丈71,72,68)。

　さて，大多数の木造住宅の耐震設計は，いまだに「壁

量計算」にとどまっているが，2階建てまでのごく常識

的なものは，おおむねそれによって最低眼度の耐震性が

確保されていると考えられるので，殊更精密な構造計算

を要求する必要はない。

　しかし，常識的でないもの，例えば壁の実長が非常に

短く，かつ腰壁や垂壁がほとんどないものか，偏心のお

それがあるものは，当然構造計算が必要である。そのた

めには，耐力壁をはじめ軸組全体のモデル化の方法や，

各部分の許容耐力の算出方法などについて，ある程度標

準的な方法が提示されることが望ましい。

　この点では，北米から導入され，日本ではいわば新し

い構法として採用されたツーバイフォー構法のほうが，

構造計算になじみやすいこともあって，すでにその方法

が示されている文73)。これに対して，在来軸組構法につい

ても，本格的な耐震計算ができる体系作りが始まってい

る文74)。

5．6　地盤の液状化とその対策

　木造住宅の地震被害に対して，地盤の良否が非常に大

きく関係することは，すでに繰返し述べたように，地震

の度ごとに報告されており，またそのような被害を教訓

として，木造住宅の建設にあたっては，地盤を選び，か

つ，しっかりした基礎とすることの重要性が，これもま

た繰返し強調されている。

　地盤に原因があって，木造住宅の地震被害が引き起こ

される場合としては，大きく次の3つにまとめられる。

　1）厚い沖積層等の軟弱地盤において木造住宅の地震

　　　応答が大きくなること（いわゆる振動的被害）。

　2）傾斜地あるいはその造成地が崩壊すること。

　3）沖積層あるいは埋立地等の軟弱地盤が破壊するこ

　　　と。

　このうち1）については，関東地震以来，被害調査結

果に基づいて定量的な関係が明らかにされており，（図

－8参照），また地震応答計算からも説明することができ

る文68)．2）については，地盤の造成の問題であり，個々

の住宅では対処が困難であるので，ここでは問題の指摘

にとどめる。

　さて，3）のように平坦地において地盤が破壊するこ

との原因としては，十分に締め固まっていない場合と液

状化の2つが考えられる。しかし，このような区別は地

震被害の調査報告書においても，必ずしも明確に記述さ

れてはおらず，液状化が大きな注目を集めた新潟地震の

報告書においてすら，木構造の被害の部分に「液状化」

の文字が出ていないし，また1978宮城県沖地震に関して

も同様である（第3章参照）。

　液状化現象そのものは，昔からあったに違いなく，東

海地方について過去の地震被害を詳細に述べた飯田汲事

は，早くも1707年の宝永地震で液状化が起こっており，

その後も安政地震（1854）では遠州灘の臨界域や駿河湾

沿岸で，濃尾地震（1893）では濃尾平野のみならず天竜

川流域や清水港付近で，さらに東南海地震（1944）では，

遠州灘沿岸の多くの地点で液状化が起こっていることを

報告している文75I。福井地震（1948）の被害調査報告書に

も，「噴砂」の発生が書かれている文53)。また，新しい学問

分野である地震考古学によれば，古い液状化の跡が発掘

されている文76)。

　木造建物の地震被害が，明らかに地盤の液状化によっ

て引き起こされたことが，意識的に確認されたのは，1983

年の日本海中部地震ではなかろうか。この地震について

はすでに述べたように，木造住宅のほとんどすべての被

害が液状化によるものであった。この地震では，軸組に

ほとんど傾斜が認められないにもかかわらず，図－15の

ように内部で床が大きく陥没しているものがあった。

　このような地盤の液状化に対する対策としては，その

ような地盤を避けることが第一であることはもちろんで

あるが，そうできなければ，次のようなものが考えられ

る。

　1）地盤を締め固めるなど，地盤改良を行う。

　2）べた基礎とするなど基礎を剛強にする。

　3）上部構造を剛強にする。

　このような対策は，戸建ての木造住宅では必ずしも，

容易に実行できることではないが，施主にその意志があ

れば可能なことである。事実，今年の北海道南西沖地震

において，道南各地で液状化が発生しているにもかかわ

らず，それに伴う木造住宅の被害が意外に少なかったの

は，この地域の木造住宅が上記の2）と3）の条件を満

たしていたためと考えられる。これは，寒地建築のため

基礎の背が高く，おのずと剛強になっており，かつ開口

部が小さく，従って壁が多く結果的に剛強になっている

図－15　目本海中部地震における木造住宅の床の陥没
　　　文献48）（柱は垂直のままであることに注意）
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ためで，決して耐震性を意図してのことではない。従っ

て，北海道以外であればもっと激しい被害が生じた可能

性が高い。

　すなわち，木造住宅が液状化の可能性が高い地盤にど

んどん建てられるようになっていることを考えると，今

後の地震で地盤の液状化による木造住宅の被害が，大規

模に発生するおそれは，ますます高まっていると考えて

よい。

　なお，基礎と上部構造を剛強にしただけでは，建物全

体が傾いてしまうという，新潟地震の際に川岸町の壁式

鉄筋コンクリート造のアパー一トと同じ被害が，図一16に

示すようにこの北海道南西沖地震で生じている文50)｡基礎

のフーチング部だけでなく地業についても対策が必要で

あることの証明になっている。

　最後に，地盤の液状化が生じている所では，必ずしも

液状化だけが原因とは思えない被害，すなわち振動的被

害も見られるということを，指摘しておきたい。例えば，

日本海中部地震において，液状化が床下で発生したこと

が確認されている木造住宅で，図一17のように明らかに

一方向に傾斜しているものがあった文48)。

　また，1989年にアメリカで起こったロマ・プリータ地

震で大きな被害のあったマリーナ地区では，液状化が．生

じたことが確認されているが，そこでの木造集合住宅の

被害状況は，大きな傾斜，またはそれによる倒壊であ

る文77)。このことは，その場所が，液状化を起こすほどほ

かの場所よりも強く揺れたか，あるいは液状化によって

地盤が建物の応答を大きくするように揺れた可能性を示

唆しているようであり，今後の研究課題であると思われ

る。

6．むすび

　宮城県沖地震（1978）まで，少なからず見られた振動

的被害は，その後の地震では少なくなっているとはいえ，

跡を絶ったわけではない。筋かいが不足していたり，仕

口の補強が不備なものは相変わらず被害を被っている。

およそ100年前の濃尾地震の教訓は，いまだに意味を失っ

ていない。

　さらにこの教訓のもうひとつの一点で、ある地盤について

は，ますます重要性が増してきている。日本海中部地震

（1983）と釧路沖地震（1993）・北海道南西沖地震（1993）

では，地盤の破壊に伴う被害が極めて広範に起こってい

ることは，これまでに述べてきたとおりである。そして，

後者の被害は主に地盤の液状化現象によるものである。

　このような液状化による地震被害の被は,かつては

建物が建っていなかった所に，現在では住毛が建てられ

ているためと考えられ，このことはすでに常識になって

いるといってよい。従って液状化対策こそが，当面の木

造住宅の被害軽減の最大の課題であることは間違いな

図一16北海道南西沖地震における木造住宅の傾斜
　　　文献50）（布基礎を含め無傷のまま右に傾いている）

図一17　目本海中部地震における木造住宅の傾斜
　　　文献48）（床下で液状化が生じている）

い。
　では，液状化対策さえ十分に行えば，将来にわたって

木造住宅の地震被害はなくなるであろうか。決してそう

ではない。先に，第5章で述べたように，現在のありふ

れた木造住宅は，建築基準法施行令で要求されている壁

量に対して，数倍の実質的な壁量を持っているものが，

非常に多い。このような，実態としての壁量の多さが，

最近の地震による振動的被害の少なさに寄与しているこ

とは，明らかである。

　そのことは，1991年に発生した茂原における竜巻の被

害の調査結果文78)とも，矛盾しない。その竜巻は，瞬間最

大風速78m／sec．と推定されたほどの強さだったにもか

かわらず，ごくありふれた住居専用の住宅は，屋根は飛

んでも壁体は少なくとも外見上は形を保っていた。法規

ぎりぎりであれぱ，これほどの強風に耐えられるはずが

ない，

　このことは，必ずしも現行建築法規の規定や考え方が，

問違っていることを意味しているわけではない。法規の

構造規定としては，構造要素（例えば，筋かい）として，
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材料・断面・接合部などを，きちんと決めざるを得ず，

従って，仕上材などのような「非構造材（耐力壁以外の

要素）」に構造耐力を期待するわけにはゆかないであろ

う。法規として，最低限度の強さを構造要素のみによる

強さに期待していると考えられる。

　しかし，このように，事実として，非構造材に少なか

らぬ耐力があるからには，これをなんらかの方法によっ

て評価すべきであろう。もちろん，研究的には，どんな

構造材・非構造材であっても，計算あるいは実験によっ

て，それらの耐力を評価することができる。しかし，そ

の方法を無数に建つ木造住宅に適用することは，現実的

ではない。

　そこで，実用的な方法としては，壁量計算の方法を踏

襲して，それに「非構造材」の要素を取込むことである。

具体的には，非構造材を含む壁に対して，妥当な壁倍率

を与えることである。先に第5章で既存木造住宅の耐震

診断の方法を紹介したが，これを再検討して耐震設計法

とすることは，困難なことではない。そして，法規を守

ることとは別に，この方法によって，その木造住宅の耐

震性を確保するようにすべきである。ただし，適用上や

模様替えのときの注意が必要ではある。

　もちろん，壁量計算から脱皮して，耐力壁の許容耐力

によって耐震計算を行う方法や，軸組全体をモデル化し

て応力計算・断面算定・接合部計算ができる方法を考え

てゆかなくてはならない。

　思うに，いわゆる新耐新設計法の成立にあたっては，

次のような認識があった。それまでの許容応力度法（弾

性設計法）においては，設計用地震力を実際に生じる力

よりも小さい値に設定し，構造物の耐力も安全卒を見込

んだ小さい値で表現しておいて，実際のそれ以上強い地

震に対しては，余力で持つことを暗に期待していた。し

かし，その余力は主積極的に評価されていたわけではない

ので，余力（あるいは粘り）に乏しいものは，極めて強

い地震においては，大きな破壊を生じるものが出てくる，

ということである。

　従って，新耐震では，地震としては極めて強いものを

想定し，建物の強さとしては保有耐力をとる，というい

わば本音で耐震設計することにしたわけである。

　木造住宅も新耐震の精神にならって，地震力を実際に

生じる大きさにとり，耐力も実際に持っている大きさを

評価するという，本音で耐震設計する時期になっている

と言えよう。

　本論は，stateof-the-artを意図したものでも，筆者

の研究成果を紹介しようとしたものでもない。木造住宅

の耐震性に関する筆者の見解を，ひとつの全体像として

描こうとしたものである。

　なお，過去の震害について，ややくどいほどに被害調

査報告書の文章を引用したのは，これらこそが将来の地

震被害を軽減するための，最大の教訓と考えているため

である。

　また引用については，古い文字を常用漢字に，カタカ

ナ文をひらがな文にするなど文章はそのままで適宜表記

を改めた。

　本稿の執筆にあたって，特に明治以降の歴史的概観に

ついては，参考文献の79），80），58）および81），82）を

大いに参照した。また第5章の内容に関しては，木質構

造の研究者の多数の論文やその人たちとの議論に，ほと

んどすべてを負っていると言っても過言ではない。記し

て感謝の意を表する。
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